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平成２８年（ワ）第２７２５８号、平成２９年（ワ）第１９５２９号 損害賠償請求事件 

原告 朝倉泰子ほか１２１名 

被告 国 

抗議及び要請書 

              ２０２２年３月１４日 

 

東京地方裁判所民事第６部御中 

                           上記原告団・弁護団一同   

                           （連絡先）弁護士中野麻美 

 

第１． 本抗議及び要請の趣旨 

１． 私たちは、裁判所が行った１月２８日の第１６回口頭弁論期日における訴訟指

揮と、原告らの言論を認めない一方的裁判官の退席に強く異議を申し立てます。

また、その後作成された口頭弁論調書に弁論終結と判決言渡期日を記載したこ

とについても「告知」はなかったという以外にないので強く異議を申し立て、そ

の撤回を求めます。 

２．本件訴訟は弁論終結にふさわしく審理が熟したとはいえないのに、裁判所が３

月２５日午前１０時に判決を言渡そうとしていることに強く抗議し、その撤回を

求めます。 

３．裁判所が１月２８日の期日に警察官まで配備して当事者・傍聴人を法廷秩序を

紊乱する危険があると決めつけ、さらに３月２５日の法廷に出席する当事者・傍

聴人に対し「手荷物検査」を実施するとしていることに、強く抗議します。 

４．私たちは、裁判所が口頭弁論調書に３月２５日午前１０時を判決言い渡し期日と

する旨の記載を認めません。この期日に判決を言い渡すのであれば、原告当事

者は全員出席を見合わせます。 

５． 裁判官が作成し空の法廷で言い渡した判決は、同時刻に民事第６部書記官室

に受取に行きますので、用意しておくようお願いします。 

 

第２． 前記抗議及び要請の経過と事情 

１．１月２８日の法廷で起きた前代未聞の出来事 

 2022 年１月２８日の第１６回口頭弁論期日は、きわめて平穏な意見陳述から始

まりましたが、裁判官は、原告が提出した書面の一部を確認したのみで、新たな尋

問申請を法廷に顕出させることなく、したがって、その採否も決定しないまま、原

告代理人が今後の立証について意見を述べようとするのも無視して、突如として

法廷に背を向け裁判官席から「退場」しました。私たちは、このような事態に直面さ
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せられたのは初めてであり、法廷に残された誰もが呆気にとられました。何がおき

たのか書記官に事情を聴くなどしましたが、原告らが自主的に退廷した法廷の外

には警察官を含む数十名の法廷警備体制が組まれていました。 

その後裁判所が作成した「口頭弁論調書」には、裁判長はこの期日で「弁論終結」

としたこと、そして判決言い渡し期日を「３月２５日」と告知したと記載されていま

した。しかし私たちは、前記のとおりこのような告知を受けていません。裁判官は

告知したというのかもしれませんが、少なくとも法廷に周知されたと言えるもので

はまったくありません。 

 

２．弁論終結と判決言い渡し期日の指定は認められない 

したがいまして、私たちは、この弁論終結と判決言い渡し期日の指定については、

弁論主義に反し、裁判を受ける権利を蹂躙したものとして認めるわけにはまいり

ません。その経過及び根拠については、民事訴訟法に基づく訴訟指揮に対する異

議申立書及び口頭弁論調書に対する異議申立書並びに弁論再開申立書（別紙添付

のとおり）に記載したとおりです。 

 

３．警察官の導入や「手荷物検査」も認められない 

また、私たちは、「非暴力」により暴力や武力行使に抗うことを信条に行動してき

ました。この姿勢は法廷でも一貫しており、対話による手続きを求めてきましたが、

裁判所が警察官まで動員して法廷秩序を乱す集団のように私たちを扱ったことは、

とても納得できることではありません。しかも裁判所からは、なにかのブログに法

廷内を撮影した映像がアップされていたとし、３月２５日の判決言い渡し期日には、

法廷に入る原告・傍聴者に対する「手荷物検査」を実施すると伝えられました。 

「法秩序」を乱したのは原告・代理人ではありません。裁判所の訴訟指揮こそ問題で

す。それを、まるで原告・代理人が「違法集団」であるかのように警察官まで配備し、

判決日には手荷物検査まで実施するというのでは、何が「法の支配」なのか、人権

の守り手であるべき裁判官の役割と使命からみると、重大な問題であると考えま

す。 

 

第３． 裁判を受ける権利の蹂躙 

１．私たちの訴え 

私たちは、「ジェンダーと平和」をテーマに、安全保障法制の違法性と民衆の被害

を訴えています。私たちは、憲法前文でいうところの、恐怖と欠乏からの自由、対

等な人間相互の承認・信頼を基盤とする「民衆の平和」の担い手であり主体です。

平和は、人権の核心にある自由と平等なくしてありえません。そして、戦争は、人間

を道具とする、差別と暴力の究極の形態です。憲法９条は、この「民衆の平和」によ
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って、国家が武力を行使して紛争を解決することを禁止したわけですが、安倍政権

（当時）は、２０１４年にこの憲法の鉄則を犯しました。差別と暴力に抗って生きてき

た私たちが、その体験からこの安保法制が女性の権利を侵害するとして損害賠償

請求訴訟を提起したのが、２０１６年８月１５日でした。２０１４年７月の解釈改憲閣

議決定から翌年９月１９日の安全保障法制強行採決に至る過程と強行採決は、公

権力行使の濫用によって戦争を放棄した平和憲法を犯し、その結果、①女性たち

が積み重ねてきた平和への努力を無にし、②その努力によって形成してきた女性

に対する暴力（戦時・平時の軍隊による性暴力を中心とする）の根絶をめざす平和

の価値と諸国民との間の信義を否定し、③国連安保理決議に基づいて求められた

安全保障のジェンダー主流化に向けた原告らの取り組みと成果を無化し、④米軍

との有機的一体化のもとに日本を戦場とする危険を余儀なくさせ、⑤軍事化を進

行させることによって女性たちが根絶を求めてきた女性に対する差別と貧困、暴

力を増長させて現実の苦悩を強いるなどの損害を加えました。この訴訟は、私た

ちが保有するこれらの具体的な権利利益が侵害されたことを根拠に国に対し損害

賠償を求めるものです。 

 

２ 解釈改憲にかかわる議事録等情報開示を求めるのは当然であること 

安保法制強行採決から５年を経過して、堰を切ったように、当時「集団的自衛権

行使」を可能にする解釈改憲をリードした官僚や自衛隊幕僚など制服組幹部たち

によって、「国防」をめぐる論議が出版・報道されるなど、日本の軍事化と戦場化に

向けた安全保障政策が公然と議論されるようになりました。米軍と一体化した自

衛隊の配備や共同訓練（これも武力による威嚇）が日本を含む東アジアの戦場化を

想定しながら進められています。こうした東アジアの有事を想定した動きは国内の

有事体制とともに、「安保法制懇」当時から検討されてきたことがうかがえます。し

かし、この法制のリスクを隠すため、安保法制懇議事録は国会にも明らかにされる

ことはありませんでした。また、内閣法制局が解釈改憲に深くかかわるようになっ

たことは公知のことですが、解釈の変更に向けた「意見事務」処理の歴史的記録は

破棄されています。 

私たちは、ちょうどこの時期、政府がすすめていた、安全保障のジェンダー主流

化を求める安保理決議１３２５号の「国別行動計画」策定に、市民社会の側から直

接・間接にかかわってきました。そして、平和に欠かせない課題として、日本軍「慰

安婦」制度による被害救済・責任の明確化、軍隊による性暴力や反日攻撃などヘイ

トスピーチによる人権侵害の根絶を盛り込むよう働きかけてきました。それは「民

衆の平和」を求め、そうした観点から何が本当の安全保障であるのかを問うもので

した。民衆の平和の権利が国家権力の発動を規制する憲法９条の解釈をめぐる論

議のなかでどのように扱われたのかは、この訴訟における最大の関心事でもあり
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ます。とくに、当時の安倍総理が強行採決後に開催された国連総会に出席して「国

別行動計画」の策定を報告したとき、市民社会がかろうじて盛り込ませたこれらの

課題に触れた部分を削除していました。そうした経過からみても、これまで活動し

てきた私たちには、安全保障とは何かをめぐってどんな議論が行われたのか知る

権利があるはずです。そのため、私たちは、これまで秘密にされていた安保法制懇

議事録を提出するよう「文書提出命令申立」を行い、あわせて横畠内閣法制局長官

（当時）の尋問を申請しました。 

 

３．裁判所は何を守ろうとするのか 

この立証は、解釈改憲から安保法制を強行採決する過程で私たちの権利が侵害

されたことを明らかにするうえで重要な証拠でした。のみならず、それは憲法の平

和主義と民主主義のあり方を問うものでもあります。 

安保法制懇の議事録は、私たちが背負わされるリスクの想定とその隠蔽を明ら

かにするために不可欠なものであり、文書提出命令申立は当然認められるべきで

す。また憲法解釈の変更と本件法制の射程を検討してきた内閣法制局における意

見事務の経過は、安保理決議で求められた安全保障におけるジェンダー主流化と

そのために活動を重ねてきた原告らの排除の過程を明らかにするものです。すで

にその歴史的記録が破棄されている以上、横畠元長官尋問は不可欠であるはずで

す。 

私たちは、そのことを主張して文書提出命令を申立て、横畠元長官尋問の採用

を求めましたが、裁判所は第１５回口頭弁論期日で、文書提出命令も尋問も必要は

ないとして認めませんでした。裁判官忌避申立てを経て再開された第１６回口頭弁

論期日では、その必要性を明らかにする主張と立証をさらに積み上げて、裁判所

がこの申立を採用するよう求めることにしました。そのために、わざわざ事前に、

きちんと原告らの話を聞いてもらいたい、裁判所がその必要がないというなら理

解を深めるために意見交換したいと要請していました。 

ところが、裁判官は、事前の要請にもかかわらず、原告らが求めた立証について

無言のまま、原告代理人が意見を述べようとすることも無視して、背を向け退席し

たのです。私たちが提出した新たな人証申請を弁論期日に提出扱いにすることも

なく、弁論は一方的に終結させられてしまいました。そうした「訴訟指揮」に備えて

裁判所の警備要員に加え警察官まで動員していたとは驚きの事態でした。私たち

が「不逞の輩」のような扱いをされるいわれはまったくありません。そして、このよ

うな訴訟指揮は、私たちの弁論権を威力により制圧し、裁判を受ける権利を侵害し、

もって国を擁護しようとするものです。裁判官の使命は、憲法に保障された私たち

市民の人権を国家から守ることにあるはずです。 
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第４．私たちの決意 

 法廷で告知を受けていない３月２５日の判決言い渡し期日を認めることは、司法

に貫かれるべき「法の支配」を自ら蔑ろにすることで、私たちの信条に反します。し

たがって、判決期日に法廷に出頭するわけには参りません。 

 また、前記裁判所の訴訟指揮は、私たちの主張を切り捨て、意見を述べようとす

ることさえ無視して弁論権を奪ったのみならず、「不逞の輩」扱いにして人格を貶

めました。そのうえ、３月２５日の法廷に出席する当事者・傍聴人に対する「手荷物

検査」まで命じる正当な根拠は認められません。 

この安保法制違憲訴訟を担当する裁判所・裁判官が、多数の威力を借りた強行

採決を想起させるようにその権威を振りかざして前記のような行動に出たことは、

裁判官としての職務上の義務に著しく反し、あるいは職務を甚だしく怠ったものと

して弾劾・訴追されるべきであり、かつ、私たちの裁判を受ける権利を蹂躙した「権

力の濫用」として厳しく賠償責任が問われるべきものです。 

私たちは、主権者として、また非暴力による平和を追求する信条に基づき、この

ような行為は絶対許さない決意であることを改めてここに表明し、お伝えするも

のです。 
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